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　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。当社第83期（2021年
4月1日から2022年3月31日まで）のご報告に
あたり、一言ご挨拶申し上げます。
　日本経済は、新型コロナウイルス感染症によ
る厳しい状況が残る中で、景気は持ち直しの動
きが続いております。企業収益は非製造業の一
部に弱さがみられるものの、総じてみれば改善
しております。一方で、年明け以降のロシアに
よるウクライナへの軍事侵攻の影響により、エ
ネルギーコストや食品原材料が高騰するなど、
先行きに不透明感がみられます。
　段ボールの国内需要は、感染症対策を取り入
れた新しい生活様式が定着し食料品分野や通販、
電気・機械分野などで前年からの回復基調が続
いております。当社グループにおいては、通
販・宅配向けの販売数量が減少しましたが、飲料や加工食品向けの販売数量の増加によ
り、増収増益となりました。
　住宅は、在宅勤務の普及や低金利による住まいに対する関心の高まりもあり、住宅着
工戸数は堅調に推移しました。このような環境下、㈱スウェーデンハウスは「オリコン
顧客満足度調査ハウスメーカー注文住宅ランキング」において8年連続で総合1位を受賞
し、外出・対面制約がある中、WEB上でのモデルハウス内覧サービスの導入や全国オ
ンラインイベント等開催による販売棟数増加に加え、㈱玉善（本社：愛知県）を連結子
会社とした効果もあり、増収増益となりました。
　運輸倉庫は、燃料価格高騰等費用の増加がありましたが、ＴＬＰ（Tohun Logistics 
Provider）群馬、ＴＬＰ札幌の稼働による飲料関係や日用品の取扱い数量増加に加え、
宝樹運輸㈱（本社：和歌山県）を連結子会社としたことにより増収増益となりました。
　今後、当社グループにおいては、「環境や社会にやさしく、ビジネスと暮らしを包み、
安全にお届けする」という理念のもと、次世代に住みよい地球を引き継ぐため、ESG・
SDGsへの取組み方針と温室効果ガスの2013年度比50％削減の目標を2030年度達成と
設定し、事業活動と調和した環境保全活動に取組んでまいります。また、「新しい生活
様式」に対応した時差出勤・テレワークの充実等、働き方改革を更に推し進めてまいり
ます。一方で、先行き不透明感のある原材料高騰に対しては、内部改善はもとより、製
品価格の改定と物流諸条件の改善に取組み、収益の向上に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解をいただき、より一層のご支援
とご協力を賜りますよう心からお願い申し上げます。

　　　2022年6月
代表取締役社長　中橋光男

株主の皆様へ
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事業報告（2021年4月1日から2022年3月31日まで）

第83期招集通知添付書類
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１ 企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及び成果

　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が
残る中で、景気は持ち直しの動きが続いております。企業収益は非製造業の一部に
弱さがみられるものの、総じてみれば改善しております。設備投資は持ち直しの動
きがみられます。消費者物価はエネルギー価格などの上昇により緩やかに上昇して
おり、個人消費は持ち直しに足踏みがみられます。
　このような状況の下、当社グループの連結売上高は住宅事業の増収もあり
206,007百万円（前期比17.3％増）、連結経常利益は8,978百万円（同16.1％増）、
親会社株主に帰属する当期純利益は5,980百万円（同22.3％増）となりました。
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売上高　　1,000億15百万円（前期比3.0％増）

営業利益　     59億14百万円（同0.4％増）

　段ボールの国内需要は、感染症対策
を取り入れた新しい生活様式が定着し
食料品分野や通販、電気・機械分野な
どで前年からの回復基調が続いており
ます。当社グループにおいては、通
販・宅配向けの販売数量が減少しまし
たが、加工食品向けの回復基調を受け、
生産量は前期を上回りました。
　当社グループは、生産性の向上や品
質面での一級品作り、ＤＸ（デジタル
トランスフォーメーション）推進に取
組んでおります。また、「ホワイト物流」推進運動の趣旨に賛同し、物流を安定的
に確保できるよう、荷主・物流当事者として物流諸条件の地道な改善を進めており
ます。加えて「パートナーシップ構築宣言」を公表し、取引先と持続可能な関係を
築き、社会や環境に配慮した公平・公正な取引を行うよう努めております。
　段ボール工場では温室効果ガス排出削減に向けた取組みとして重油からガスへの
燃料切替えや燃焼効率が良くCO₂排出量の少ないボイラの導入、再生可能エネル
ギーの導入など、環境面での投資を進めてまいりました。
　小牧工場では最新鋭の加工機を設置し、千葉紙器工場では高精度で高速生産に対
応した検査装置の新設により生産能力が向上しました。
　連結子会社の㈱トーシンパッケージ本社工場は、移転後も順調に稼働しトーモク
の館林工場と岩槻工場の中間地点に位置する地の利を生かし、最新鋭の生産設備だ
けでなく無人フォークリフト導入などＤＸ推進による生産性向上や作業環境改善の
モデル工場としての役割を果たしております。
　海外では、米国の連結子会社であるサウスランドボックス社が敷地・建屋を拡張
し、最新鋭の貼合機と自動搬送装置を設置したことにより生産能力の飛躍的な改善
につながりました。同社の工場拡張工事は現在も継続中であり、2023年春に工事
完了予定となっております。また、トーモクベトナム社でも生産能力増強のため最
新鋭の加工機を増設しました。
　当社グループは、「ＴＭオンリーワン」の下、その基盤となる新技術の開発や労
働環境の改善、多様な人材の活用や育成にも前向きに取組んでおります。
　段ボールでは、飲料や加工食品向けの販売数量の増加により、売上高は100,015
百万円（前期比3.0％増）となりましたが、原燃料コスト等の上昇により営業費用
が増加し、営業利益は5,914百万円（同0.4％増）に留まりました。

段ボール
売上高構成比

48.6%

サウスランドボックス社
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売上高　　674億10百万円（前期比57.7％増）

営業利益　  18億61百万円（同141.7％増）

　住宅市場においては、在宅勤務の普
及や低金利による住まいに対する関心
の高まりもあり、新設住宅着工戸数は
堅調に推移しました。
　このような環境下、㈱スウェーデン
ハウスは年間を通じて快適な住環境と
価値の持続する家づくりという住思想
が評価され、「オリコン顧客満足度調査
ハウスメーカー注文住宅ランキング」
において８年連続で総合１位を受賞し
ました。外出・対面制約がある中、こ
の高い評価を積極的に訴求し、高級ブランドイメージの浸透に取組み、世界初の３
Ｄキャラクターによる「ＶＲモデルハウス・ウォークスルー」内覧サービスの導入
や全国オンラインイベント等を開催してまいりました。
　住宅の売上高は、スウェーデンハウスの販売棟数増加に加え、㈱玉善（本社：愛
知県）を連結子会社とした効果もあり、67,410百万円（前期比57.7％増）となり、
営業利益は1,861百万円（同141.7％増）となりました。

住宅
売上高構成比

32.7%

売上高　　385億80百万円（前期比7.7％増）

営業利益　  14億  7百万円（同0.9％増）

　運輸倉庫部門においては、群馬県明和町に総合研修センターや集中点呼センター
を併設するインテリジェント・マルチテナント型施設、ＴＬＰ（Tohun Logistics 
Provider）群馬が５月、北海道小樽市にＴＬＰ札幌が11月に稼働し、飲料関係や
日用品の取扱い数量が増加しました。更に環境に配慮したハイブリッドトラックや
ＥⅤトラックの導入を積極的に進めております。
　また、西日本エリアの事業拡大と
今後の業績の安定化を図るため、７
月に宝樹運輸㈱（本社：和歌山県）
を連結子会社といたしました。
　運輸倉庫の売上高は飲料関係や日
用 品 の 取 扱 い 数 量 増 加 に よ り、
38,580百万円（前期比7.7％増）と
なりましたが、燃料価格高騰等の費
用の増加もあり、営業利益は1,407
百万円（同0.9％増）となりました。

運輸倉庫
売上高構成比

18.7%

㈱スウェーデンハウス 幕張東モデルハウス

㈱トーウン ＴＬＰ群馬
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（2） 設備投資の状況
　当期において実施しました企業集団の設備投資の総額は13,590百万円でありま
した。主な設備投資は、㈱トーウンのＴＬＰ群馬、ＴＬＰ札幌の開設、サウスラン
ドボックス社の増築及び新規設備、並びに小牧工場の新規設備によるものでありま
す。

（3） 資金調達の状況
　当期の資金調達は、設備の新設、更新及び長期借入金の返済資金等に充当するた
め、長期借入金で22,504百万円を調達しました。なお、長期借入金の返済は
11,096百万円を実施しました。

（4） 直前3事業年度の財産及び損益の状況

区　　　分 第80期
2019年3月期

第81期
2020年3月期

第82期
2021年3月期

第83期
（当連結会計年度）
2022年3月期

売 上 高（百万円） 171,580 176,583 175,647 206,007
経 常 利 益（百万円） 5,604 7,107 7,734 8,978
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 4,464 4,562 4,887 5,980
1株当たり当期純利益 （円） 273.14 279.12 299.04 364.87
総 資 産（百万円） 142,517 146,646 179,743 190,018
純 資 産（百万円） 62,184 64,872 71,214 76,126

（注）  1株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出してお
ります。
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（5） 対処すべき課題
　今後のわが国経済は、感染対策に万全を期し、経済社会活動が正常化に向かう中
で、景気が持ち直していくことが期待されます。ただし、ウクライナ情勢等により
不透明感がみられる中で、原材料価格の上昇や供給面での制約等による下振れリス
クに十分注意する必要があります。
　その中で当社グループにおいては、「環境や社会にやさしく、ビジネスと暮らし
を包み、安全にお届けする」という理念のもと、次世代に住みよい地球を引き継ぐ
ため、ESG・SDGsへの取組み方針と温室効果ガスの2013年度比50％削減の目標
を2030年度達成と設定し、事業活動と調和した環境保全活動に取組んでまいりま
す。また、「新しい生活様式」に対応した時差出勤・テレワークの充実等、働き方
改革を更に推し進めてまいります。
　段ボールにおいては、引続きお客様の高度で多様化したニーズに的確に対応でき
る高品質製品の供給体制をデザイン部門や紙器部門と一体となって強化してまいり
ます。また、ＤＸ推進による継続的な生産性の向上やリフトの無人化、購入電力の
再生可能エネルギー化などCO₂削減に向けた投資を積極的に進めてまいります。先
行き不透明感のある原材料高騰に対しては、内部改善はもとより、製品価格の改定
と物流諸条件の改善に取組み、収益の向上に努めてまいります。
　住宅においては、ウクライナ情勢等により資源価格の高騰や住宅資材の仕入れへ
の影響が続くものと見込まれます。㈱スウェーデンハウスではスウェーデン現地と
の連携により住宅諸資材の安定調達に努めてまいります。満足度ランキング８年連
続第１位の実績をアピールし、「ＶＲモデルハウス・ウォークスルー」の物件案内
も文字だけではなく音声による認識・案内の機能を追加し、更にモデルハウスの宿
泊体験につなげていくなどバーチャルと現実世界のハイブリッド方式による販売活
動を展開してまいります。また、㈱玉善が得意とする戸建分譲事業についても注力
し、多様なお客様のニーズに対応できる住宅供給体制を構築してまいります。
　運輸倉庫においては、本格稼働したＴＬＰ札幌など新たな拠点の売上拡大を見込
んでおります。燃料費の高騰やドライバー不足によるコスト増など厳しい環境下に
ありますが、品質・安全を重点取組みテーマとし、ＴＬＰ群馬の研修センターで安
全に関する様々な研修を実施し、物流品質向上に取組んでおります。また、燃費の
優れた車両の導入を進めるとともに「ホワイト物流」推進運動にも積極的に取組み、
事業基盤の一層の強化に繋げてまいります。
　2023年３月期の連結業績の見通しは、売上高230,000百万円（前期比11.6％増）、
営業利益10,000百万円（同20.0％増）、経常利益10,500百万円（同16.9％増）、
親会社株主に帰属する当期純利益6,500百万円（同8.7％増）を予定しております。
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解をいただき、より一層のご
支援とご協力を賜りますよう心からお願い申し上げます。
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（6） 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はございません。
②　重要な子会社の状況

会　　社　　名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容
株式会社トーシンパッケージ 百万円 ％ 段ボール製品製造販売80 100.00
仙 台 紙 器 工 業 株 式 会 社 90 100.00 段ボール製品製造販売
株 式 会 社 ワ コ ー 10 100.00 段ボール製品製造販売
タ イ ヨ ー 株 式 会 社 60 100.00 段ボール製品製造販売
大 一 コ ン テ ナ ー 株 式 会 社 125 70.00 段ボール製品製造販売
株 式 会 社 十 勝 パ ッ ケ ー ジ 10 70.00 段ボール製品製造販売
サ ウ ス ラ ン ド ボ ッ ク ス 社 千米ドル 100.00 段ボール製品製造販売5,000
ト ー モ ク ベ ト ナ ム 社 億ベトナムドン 100.00 段ボール製品製造販売2,008
株式会社スウェーデンハウス 百万円 100.00 輸入住宅設計、施工、販売400
株 式 会 社 玉 善 95 100.00 住宅設計、施工、販売
株 式 会 社 プ ラ イ ム ト ラ ス 280 ※ 100.00 住宅部材等製造販売
株式会社スウェーデンハウスリフォーム 20 ※ 100.00 住宅のリフォーム
ト ー モ ク ヒ ュ ー ス Ａ Ｂ 千スウェーデンクローネ ※ 100.00 住宅部材製造販売32,000
株 式 会 社 北 洋 交 易 百万円 ※ 100.00 輸入住宅部材卸売、ゴルフ場の経営30
株 式 会 社 ホ ク ヨ ー 50 100.00 包装資材売買、保険代理店業
株 式 会 社 ト ー ウ ン 574 100.00 運送及び倉庫業
トーウントラフィック株式会社 20 ※ 100.00 運送業
トーウンロジテム株式会社 100 ※ 66.00 運送及び倉庫業
宝 樹 運 輸 株 式 会 社 9.5 ※ 100.00 運送業

（注） １．※印の出資比率は間接保有を含んでおります。
 ２．2021年7月に子会社化した宝樹運輸株式会社を連結の範囲に含めました。
 ３．株式会社玉善は2021年11月1日付で増資を行い、資本金が増加しております。
 ４．  株式会社プライムトラスに対する出資比率は、2022年3月28日付で、株式会社スウェーデンハ

ウスが株式を追加取得したことにより、92.63％から100.00％に増加しました。
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（7） 主要な事業内容（2022年3月31日現在）

事業部門 事業内容
段 ボ ー ル 段ボールシート、段ボールケース及び印刷紙器の製造・販売

住 宅
スウェーデン製輸入住宅部材の製造・販売
戸建て住宅の設計・施工・監理・販売
住宅のリフォーム

運 輸 倉 庫 貨物運送事業及び倉庫事業

（8） 主要な営業所及び工場（2022年3月31日現在）

当 社

本 社 東京都千代田区

工 場

館林（群馬県館林市）
厚木（神奈川県厚木市）
札幌（北海道小樽市）
神戸（兵庫県神戸市）
九州（佐賀県基山町）
浜松（静岡県浜松市）
新潟（新潟県聖籠町）
仙台（宮城県岩沼市）
トモプレスト（群馬県明和町）

岩槻（埼玉県さいたま市）
長野（長野県茅野市）
大阪（大阪府門真市）
小牧（愛知県小牧市）
清水（静岡県静岡市）
青森（青森県青森市）
山形（山形県山形市）
千葉紙器（千葉県長南町）

株式会社
スウェーデンハウス

本 社 東京都世田谷区

支 社
支 店

北海道（北海道札幌市）
北関東（埼玉県さいたま市）
東京（東京都武蔵野市）
名古屋（愛知県名古屋市）
九州（福岡県福岡市）

東北（宮城県仙台市）
千葉（千葉県船橋市）
横浜（神奈川県横浜市）
関西（兵庫県神戸市）

住 宅
展 示 場

北海道地区（11ヵ所）
関東地区（29ヵ所）
関西地区（5ヵ所）
九州地区（5ヵ所）

東北地区（2ヵ所）
名古屋地区（7ヵ所）
中国地区（2ヵ所）
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株式会社トーウン

本 社 埼玉県さいたま市

事 業 所

北海道（北海道小樽市）　
北関東第一（埼玉県羽生市）
北関東第三（群馬県千代田町）
南関東（神奈川県厚木市）
西日本（大阪府吹田市）

東北（宮城県多賀城市）
北関東第二（群馬県明和町）
北関東第四 (埼玉県さいたま市)
中部（岐阜県瑞穂市）

株式会社ホクヨー 本 社 東京都千代田区

株 式 会 社 玉 善
本 社 愛知県名古屋市

支 店 愛知県豊橋市

株式会社北洋交易
本 社 北海道札幌市

支 店 神奈川県川崎市

株式会社
トーシンパッケージ

本 社 埼玉県加須市

工 場 本社（埼玉県加須市） 大利根（埼玉県加須市）

サウスランドボックス社 本社･工場 米国カリフォルニア州Ｌ.Ａ.地区

トーモクヒュースAB 本社･工場 スウェーデン国インション

トーモクベトナム社 本社･工場 ベトナム国ビンズン省

（9） 使用人の状況（2022年3月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前 期 末 比
段 ボ ー ル 1,702 名 19名増
住 宅 1,190 4名減
運 輸 倉 庫 872 162名増
全　　　　社（共通） 26 ―　
合 計 3,790 177名増

（注） 上記のほか臨時社員577名（年間の平均人員）を雇用しております。
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②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 期 末 比 平 均 年 齢 平均勤続年数
1,096名 3名減 37.5歳 14.1年

（注） 上記のほか臨時社員188名（年間の平均人員）を雇用しております。

（10）主要な借入先の状況（2022年3月31日現在）

借　　入　　先 借 入 金 残 高
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,230 百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,362
農 林 中 央 金 庫 4,141
株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 2,024
株 式 会 社 中 京 銀 行 1,753
蒲 郡 信 用 金 庫 1,633
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,620
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,303
株 式 会 社 北 洋 銀 行 1,200
株 式 会 社 静 岡 銀 行 897

（注） 上記にはシンジケートローンによる借入金（35,600百万円）は含まれておりません。

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はございません。
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２ 株式に関する事項（2022年3月31日現在）

（1）発行可能株式総数 60,000,000株

（2）発行済株式の総数 19,341,568株

（3）株 主 数  4,718名

（4）大 株 主

株　　主　　名
当社への出資状況

持 株 数 出 資 比 率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,653 千株 10.07 ％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行（ 信 託 口 ） 1,053 6.41
丸 紅 株 式 会 社 923 5.62
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 749 4.56
日 本 製 紙 株 式 会 社 719 4.37
ト ー モ ク 共 栄 会 639 3.89
ホ ッ カ ン ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 604 3.68
ト ー モ ク 社 員 持 株 会 548 3.34
特 種 東 海 製 紙 株 式 会 社 540 3.28
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 388 2.36

（注） 1．当社は、自己株式2,922千株を保有しておりますが、上記から除いております。
 2．出資比率は、自己株式を控除して計算しております。

金融機関
31.18％

自己名義
15.11％
個人・その他
19.87％

その他の法人
23.84％

外国法人等
7.90％
金融商品取引業者
2.10％

所有者別の株式保有比率
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３ 新株予約権等に関する事項
（1） 当社役員が保有している新株予約権の状況

　該当事項はございません。

（2） 当事業年度中に使用人等に対して交付した新株予約権の状況
　該当事項はございません。

（3） その他新株予約権等の状況（2022年3月31日現在）
　  　2017年3月3日開催の取締役会決議に基づき発行した第５回無担保転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権については、2022年3月16日をもって
行使期間が満了し、消滅いたしました。
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４ 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役（2022年3月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役会長 斎 藤 英 男 ㈱スウェーデンハウス代表取締役会長
代表取締役社長 中 橋 光 男 　

専 務 取 締 役 内 野 　 貢 社長補佐、管理本部管掌兼グループ関連会社担当
㈱ホクヨー代表取締役社長

常 務 取 締 役 廣 瀬 正 二 営業本部長
トーモクベトナム社代表取締役社長

常 務 取 締 役 栗 原 由 行 管理本部長 物流・調達部長兼住宅資材部長
常 務 取 締 役 新 井 　 孝 社長補佐、北関東統括
取 締 役 有 賀　  毅 生産本部長
取 締 役 宮 坂 朋 純 営業副本部長兼青果物営業部長
取 締 役 深 澤 輝 隆 営業副本部長 東京営業部統括兼開発営業部長
取 締 役 山 口 禎 人 経理部長
取 締 役 村 井 秀 壽 ㈱スウェーデンハウス代表取締役社長
取 締 役 永 易 俊 彦 NTSホールディングス㈱代表取締役会長
取 締 役 下 中 美 都 ㈱平凡社代表取締役社長
常 勤 監 査 役 羽 石 晴 夫
監 査 役 佐 藤 道 夫 ㈱スウェーデンハウス常勤監査役
監 査 役 八 木 茂 樹 公認会計士
監 査 役 飯 田 　 丘 弁護士

（注） 1．  取締役永易俊彦氏及び下中美都氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所の有価証券上
場規程第436条の2に規定する独立役員であります。

 2．  監査役八木茂樹氏及び飯田丘氏は、社外監査役であります。
 3．  監査役佐藤道夫氏は、当社の経理部門の業務を長年経験し、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。
 4．  監査役八木茂樹氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して

おります。
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（2） 取締役及び監査役の報酬等の総額等
区　　　分 支 給 人 員 定 額 報 酬 役 員 賞 与 報酬等の総額

取 締 役
（うち社外取締役）

13
（2）

名 227
（7）

百万円 78
（2）

百万円 306
（10）

百万円

監 査 役
（うち社外監査役）

4
（2）

25
（8）

6
（2）

31
（11）

合 計 17 253 85 338
（注） 1．  取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含まれておりません。
 2．  2008年6月27日開催の第69回定時株主総会において取締役の報酬限度額は、年額360百万円以

内（但し、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含まない。）と決議し、監査役の報酬限
度額は、年額60百万円以内と決議しております。なお、同総会において役員退職慰労金制度は
廃止を決議しております。同総会終結時点の取締役の員数は10名（うち社外取締役は0名）、監
査役の員数は4名（うち社外監査役は2名）です。

 3．  取締役の個人別報酬（業績連動金銭報酬）については、「報酬等の決定に関する方針」に基づき
経常利益（連結：8,978百万円/単体：4,916百万円）をベースとしております。

（3） 報酬等の決定に関する方針
　取締役の報酬に関する基本方針は、持続的な成長に向けた健全なインセン
ティブとして機能するよう定額報酬と単年度の業績に応じて支給する業績連
動報酬の役員賞与で構成し、各取締役の職務執行の対価として適正な水準で
支給することとしています。
　取締役の個人別報酬（定額報酬）の算定方法及び決定手続きについては、
取締役の役位、役割等に応じて基準を定めたガイドラインにより算定し、報
酬の決定に関する客観性及び透明性を確保するために、社外取締役を委員長
とする報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で決議しております。
　取締役の個人別報酬（業績連動金銭報酬）の役員賞与の算定方法及び決定
手続きについては、経常利益をベースに「役員賞与の算定基準」により個人
別に算定し、報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で決議しております。
　また、当事業年度に係る取締役の報酬等について、取締役会で決議された
報酬等の決定方針と整合していることや、当該方針に沿うものであることを
取締役会で確認しております。
　監査役の報酬は、各監査役の職務執行の対価として適正な水準で支給する
ことを基本方針としています。監査役報酬は、株主総会決議に基づく報酬額
の範囲内で監査役の協議により決定しています。

（4） 社外役員に関する事項
①　  他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係
　取締役永易俊彦氏は、NTSホールディングス株式会社の代表取締役会
長であります。当社は同社との間には特別な関係はありません。
　取締役下中美都氏は、株式会社平凡社の代表取締役社長、AGS株式会
社の社外取締役であります。当社は両社との間には特別な関係はありま
せん。

─  15  ─



②　  他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の
法人等との関係
　該当する者はおりません。

③　当事業年度における主な活動状況
＜取締役会への出席、発言の状況、並びに期待される役割に関して行っ
た職務の概要＞
　取締役永易俊彦氏は、当事業年度において開催された取締役会12回の
うち11回に出席しました。同氏は企業経営に関する豊富な経験と見識に
基づき、取締役会において独立した客観的観点から適宜発言を行ってい
ます。また指名諮問委員会及び報酬諮問委員会の委員長として、執行役
員・取締役の指名や報酬について審議し取締役会に答申するにあたり重
要な役割を果たしております。
　取締役下中美都氏は、当事業年度において開催された取締役会12回の
うちそのすべてに出席しました。同氏は多面的な視点や女性ならではの
視点を踏まえ、会社経営の実務経験を活かし、取締役会において自身の
経験・知見に基づく有益な発言を行っています。
＜取締役会及び監査役会への出席並びに発言の状況＞
　監査役八木茂樹氏は、当事業年度に開催された取締役会12回のうちそ
のすべてに出席し、監査役会7回のうちそのすべてに出席しました。
　監査役飯田丘氏は、当事業年度に開催された取締役会12回のうちその
すべてに出席し、監査役会7回のうちそのすべてに出席しました。
　八木茂樹氏は公認会計士、飯田丘氏は弁護士としてそれぞれ専門的見
地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言を行っております。また、監査役会でも同様に専
門的見地から、積極的に意見を述べております。
　また上記各氏は取締役会においてグループ全体のコンプライアンス体
制の整備・充実やその徹底・定着について発言を行っております。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社は定款第25条及び第34条の規定に基づき、会社法第427条第1項
の損害賠償責任を法令の定める限度まで限定する契約を永易俊彦氏、下
中美都氏、八木茂樹氏、飯田丘氏の4氏と締結しております。

（5） 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、優秀な人材を確保し、当社の成長に向けた積極果断な経営判断を
支えるため、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
その契約概要は以下の通りです。
①　被保険者の範囲

　当社取締役、監査役、執行役員
②　保険契約の内容の概要

イ．被保険者の実質的な保険料負担割合
　保険料は全額を当社が負担しており、被保険者は保険料を負担してお
りません。
ロ．塡補の対象となる保険事故の概要
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５ 会計監査人に関する事項
（1） 名　　称　　EY新日本有限責任監査法人

（2） 報酬等の額
区　　　分 支払額

当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額 40百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 118

（注） 1．  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取
引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人に対する報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

 2．  当社監査役会は、過年度の監査計画・監査実績・監査時間及び報酬額等の推移を確認すると同時
に、当該事業年度の会計監査人の監査計画・内容、監査時間・報酬額見積りの妥当性等を検討し
た結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行いました。

 3．  重要な子会社の一部については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけ
るこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の計算関係書類（これに相当するものを含む）
の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む）の規定による
ものに限る）を受けております。

（3） 非監査業務の内容
　該当事項はございません。

（4） 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人がその職務を適切に遂行することが困難であると判断し
た場合等、その必要性があると判断した場合は、監査役会の決議により取締役会は
会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とします。
　また監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株
主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　被保険者である役員等がその職務の執行に関して責任を負うこと又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について
塡補します。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場
合等一定の免責事項があります。
ハ．役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
　保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については
塡補の対象としないこととしております。
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６ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
〔業務の適正を確保するための体制の概要〕

（1）  取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

①　  当社は､業務の有効性･効率性､財務報告の信頼性､事業活動に係る法令等
の遵守､資産の保全という内部統制の目的を達成するために内部統制事
務局を設置しております｡

②　  内部統制事務局は､取締役及び使用人の職務が法令及び定款に適合して
執行されるよう､経営理念･行動基準や各種規程･マニュアル及び業務分
掌等を整備し､適宜見直しを行っております｡

③　  内部監査部門は､内部統制監査やコンプライアンス監査を行い､法令等の
遵守状況を確認し､社長及び監査役に報告しております｡

④　  法務･コンプライアンス室は､使用人等が内部通報を行う場合の窓口をし
ております｡また当社の指定する社外弁護士をその外部通報窓口として
おります｡

⑤　  当社は､反社会的勢力とは一切の関係を持たないことを基本方針に関連
規程等を整備し､社内･子会社に周知するとともに、反社会的勢力に対し
毅然とした姿勢を貫き､組織的に対応しております。

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は､取締役の決裁や内部統制の整備･運用に係る職務執行に関する情報を文
書等に記録･保存し､取締役及び監査役が必要に応じてこれを閲覧できるよう整備
しております｡

（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理の責任者である社長は､『リスク管理規程』に基づき、内部統制事務
局やその他の関連部署に指示し､子会社を含めた企業集団のリスクを統括・管理し、
財務や情報セキュリティ、コンプライアンス､品質､環境､自然災害等の各種リスク
について識別･評価し､回避･低減等の必要な対策を実施するほか、リスクの発生状
況に応じて組織や規程・マニュアル等の見直しを適宜行っております｡
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（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は､『決裁規程』『組織規程』や『業務分掌規程』等の整備･見直しを進
め取締役の職務分掌や権限を明確化するとともに､日常的な取締役相互間の報告･連
絡･相談の円滑化を推進しております｡

（5） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　子会社取締役等の当社への報告体制

　当社は､子会社の業績､財務状況その他経営上の重要事項について､子会
社から定期的に報告を求めております｡
　子会社の業務を担当する取締役及び部室長･工場長は､その業務につい
て､充分にその実態を把握し適切な指示を与えるとともに､適宜､社長や取
締役会への報告を行い､決裁等の必要な手続きを行っております｡

②　子会社取締役の効率的な業務執行体制
　当社は､子会社の事業内容･規模等を勘案し､子会社の規程･マニュアル
等の整合性を図り､また各種会議を通して､企業集団として業務が適正か
つ統一的に執行される体制を構築しております｡

③　  子会社取締役及び使用人の業務が法令等に適合することを確保するため
の体制
　当社は､監査や会議･通達等を通じて子会社の業務が法令及び定款に適
合し適正に執行されるよう指導するとともに､連結財務諸表等の財務報告
の信頼性を確保する体制を構築しております｡

（6） 監査役の監査が効率的に行われるための体制
①　補助すべき使用人

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合､当社
は､監査役会と協議のうえ､専任の使用人を配置します。
　当該使用人は､当該業務従事期間中､監査役の指揮･命令に従うととも
に、その人事評価･異動･処遇については､監査役と取締役の協議により決
定します。

②　監査役への報告体制
　内部統制事務局や監査部は､内部統制の整備･運用状況や内部監査結果
等について､定期的もしくは必要に応じて監査役に報告しております｡
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　使用人並びに子会社の取締役・使用人は、当社の監査役に報告する必
要があると判断した場合､当社監査役に報告することができます｡
　当社は､監査役へ報告をした使用人又は子会社の取締役・使用人が､当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないよう､規程等を
整備しております｡

③　その他監査役監査が効率的に行われるための体制
　監査役は､取締役会以外にも取締役と執行役員により構成される常勤
会に出席し､具体的な事業運営の方針や報告等を聴取しております｡
　社長と監査役､監査役と管理本部等との意見交換や報告の場を定期的
もしくは随時設けるとともに､監査役と子会社監査役や子会社監査部長
等との定例会議を設置し､グループ全体としての横断的な監査体制を構
築しております｡

④　監査費用等
　当社は、監査役がその職務の執行に伴い､当社に対し費用の請求をした
場合､当該請求が監査役の職務執行に必要ではないと認められた場合を除
き､当該請求を処理します｡

〔業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要〕
（1） 内部統制

　内部監査を実施する監査部と法務・コンプライアンス室は、年間の監査計画に基
づいて当社各部門に対して監査を実施し、その結果を社長及び常勤監査役、内部統
制事務局に報告しております。
　財務報告に係る内部統制については、『内部統制規程』に従って、当社並びにグルー
プ会社の整備・運用状況を評価しております。

（2） コンプライアンス体制
　新たに入社した社員、中堅社員、新任管理職に対してコンプライアンスに関する
教育を実施し、『トーモクグループの行動基準』、『コンプライアンス規程』の周知・
徹底を図っております。
　法務・コンプライアンス室では、コンプライアンスを監査の重点項目とし、法令・定款・
社内規程などの遵守状況を監査するとともに、業務が適正かつ効率的に運営されてい
るか、経営方針の浸透が図られているかなどを確認し、適宜改善措置を行っております。
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（3） リスク管理体制
　リスク管理については、当社グループに重大な影響を与えるリスクの選定と損失
の回避・低減等を図る対策を実施することとしております。
　当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に対し、お取引先
の皆様及び社員やその家族の健康と安全を最優先に取組んでおります。本社部門で
はテレワークを推進し、オフィス在社人員を削減しました。

（4） 取締役の職務執行
　当事業年度において、取締役会は12回開催され、『決裁規程』、『取締役会規則』
に定める重要事項の決定及び取締役の職務執行の報告等を行っております。取締役
会には全監査役が出席し、議案の審議及び意思決定の状況を確認しております。ま
た、日常的な取締役相互間の報告・連絡・相談も円滑に進めております。

（5） グループ会社の管理
　グループ会社の運営については、『関連会社管理規程』等に基づき、子会社の業
務執行に関する必要な決裁を受けております。
　当事業年度において、グループ会議を2回開催しております。また、子会社の業績・
財務状況・その他経営上の重要事項については子会社から定期的に報告を受けております。

（6） 監査役の職務の執行
　監査役は取締役会の他、取締役と執行役員で構成する常勤会へ出席し、具体的な
事業運営の方針や報告等を聴取するとともに取締役・執行役員の業務執行の適正性
について確認しております。
　当事業年度において、監査役会は7回開催されました。また、監査役は社長連絡会、
グループ監査役連絡会、グループ監査部長等との連絡会、会計監査人とのレビュー
報告会、内部監査部門や外部監査人等との情報交換の場を設ける等、グループ全体
としての横断的な監査を実施しております。
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＜ご参考＞
コーポレートガバナンス体制図

＜備考＞
事業報告は次により記載しております。

（1）   記載金額は表示単位未満切り捨てにより表示しております。
（2）   千株単位の株式数は千株未満切り捨てにより表示しております。
（3）   重要な親会社及び子会社の状況の出資比率は小数点第3位を、前期比増減率、

平均年齢及び平均勤続年数は小数点第2位を、臨時社員年間の平均人員は小
数点第1位をそれぞれ四捨五入により表示しております。

（4）   1株当たりの当期純利益及び株式に関する事項の出資比率は、小数点第3位を
切り捨てにより表示しております。
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連結貸借対照表
（単位：百万円）

区　分
当連結会計年度

2022年（ 3月31日現在）
前連結会計年度（ご参考）

2021年（ 3月31日現在 ）
（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

190,018

81,213

16,701

−

28,706

5,906

24,597

5,349

△ 47

108,804

90,916

35,249

18,862

33,284

545

2,974

1,725

16,163

7,855

227

2,195

2,752

3,447

△ 315

179,743

78,291

14,046

29,452

−

3,028

26,461

5,350

△ 48

101,451

83,463

28,492

15,771

33,201

3,270

2,727

965

17,022

9,442

93

1,978

2,481

3,339

△ 312
資 産 合 計 190,018 179,743

区　分
当連結会計年度

2022年（ 3月31日現在 ）
前連結会計年度（ご参考）

2021年（ 3月31日現在 ）
（負　債　の　部） 113,891 108,528

流 動 負 債 49,426 59,118
支払手形及び買掛金 22,633 20,098
短 期 借 入 金 9,133 12,126
1年以内返済長期借入金 3,871 7,516
1年以内償還転換社債型新株予約権付社債 − 2,987
未 払 法 人 税 等 1,880 1,465
賞 与 引 当 金 1,981 1,828
役 員 賞 与 引 当 金 129 105
完成工事補償引当金 285 187
そ の 他 9,510 12,802

固 定 負 債 64,465 49,410
長 期 借 入 金 54,164 38,893
繰 延 税 金 負 債 3,258 3,425
役員退職慰労引当金 417 371
定 期 点 検 引 当 金 − 236
退職給付に係る負債 3,590 3,675
そ の 他 3,033 2,807

（純 資 産 の 部） 76,126 71,214
株 主 資 本 71,291 66,006

資 本 金 13,669 13,669
資 本 剰 余 金 11,276 11,229
利 益 剰 余 金 50,558 45,420
自 己 株 式 △ 4,213 △ 4,313

その他の包括利益累計額 4,370 4,721
その他有価証券評価差額金 2,822 3,747
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 − 3
為替換算調整勘定 481 △ 7
退職給付に係る調整累計額 1,066 978

非支配株主持分 464 485
負 債 純 資 産 合 計 190,018 179,743

連結計算書類
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連結損益計算書
（単位：百万円）

区　　　分
当連結会計年度
2021年4月 1 日から（ 2022年3月31日まで ）

前連結会計年度（ご参考）
2020年4月 1 日から（ 2021年3月31日まで ）

売 上 高 206,007 175,647
売 上 原 価 172,115 145,164
売 上 総 利 益 33,891 30,483
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 25,559 23,252
営 業 利 益 8,331 7,230
営 業 外 収 益 1,292 922

受 取 利 息 及 び 配 当 金 231 206
雑 収 入 1,060 716

営 業 外 費 用 645 417
支 払 利 息 387 159
雑 損 失 258 258

経 常 利 益 8,978 7,734
特 別 利 益 309 －

投 資 有 価 証 券 売 却 益 299 −
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 10 −

特 別 損 失 312 445
減 損 損 失 154 24
固 定 資 産 処 分 損 144 174
災 害 に よ る 損 失 12 −
子 会 社 株 式 評 価 損 − 194
投 資 有 価 証 券 評 価 損 − 51

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 8,976 7,288
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,972 2,512
法 人 税 等 調 整 額 △ 47 △ 186
当 期 純 利 益 6,050 4,963
非支配株主に帰属する当期純利益 70 75
親会社株主に帰属する当期純利益 5,980 4,887
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（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

株主資本
合計

2021 年 4 月 1 日 残 高 13,669 11,229 45,420 △ 4,313 66,006
会計方針の変更による累積的影響額 △ 22 △ 22
会計方針の変更を反映した当期首残高 13,669 11,229 45,397 △ 4,313 65,984
連結会計年度中の変動額
転換社債型新株予約権付社債の転換 30 101 132
剰 余 金 の 配 当 △ 819 △ 819
親会社株主に帰属する当期純利益 5,980 5,980
自 己 株 式 の 取 得 △ 1 △ 1
連結子会社株式の取得による持分の増減 15 15
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）
連結会計年度中の変動額合計 − 46 5,161 99 5,307
2022年3月31日 残 高 13,669 11,276 50,558 △ 4,213 71,291

その他の包括利益累計額
非支配
株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
2021 年 4 月 1 日 残 高 3,747 3 △ 7 978 4,721 485 71,214
会計方針の変更による累積的影響額 − △ 22
会計方針の変更を反映した当期首残高 3,747 3 △ 7 978 4,721 485 71,191
連結会計年度中の変動額
転換社債型新株予約権付社債の転換 132
剰 余 金 の 配 当 △ 819
親会社株主に帰属する当期純利益 5,980
自 己 株 式 の 取 得 △ 1
連結子会社株式の取得による持分の増減 15
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額） △ 924 △ 3 489 87 △ 351 △ 20 △ 372

連結会計年度中の変動額合計 △ 924 △ 3 489 87 △ 351 △ 20 4,935
2022年3月31日 残 高 2,822 − 481 1,066 4,370 464 76,126
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貸借対照表
（単位：百万円）

区　分
当　期
2022年（ 3月31日現在 ）

前期（ご参考）
2021年（ 3月31日現在 ）

(資　産　の　部)
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
リ ー ス 債 権
商 品 及 び 製 品
半製品及び仕掛品
原材料及び貯蔵品
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 営 業 債 権
差 入 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

120,236
39,522

1,043
3,351

16,310
5,317

667
1,678

90
1,636
4,334
5,076

57
△ 41

80,713
41,544
13,383

339
8,560

56
910

18,271
8

14
39

39,129
6,677

10,740
18,890

14
331

1,360
1,232

△ 117

113,176
37,612

1,119
6,030

15,977
2,564

607
1,652

73
1,567
3,354
4,657

47
△ 40

75,563
43,202
14,049

407
9,268

66
927

18,403
13
65
41

32,320
8,183

10,650
10,830

14
332

1,176
1,237

△ 106
資  産  合  計 120,236 113,176

区　分
当　期
2022年（ 3月31日現在 ）

前期（ご参考）
2021年（ 3月31日現在 ）

(負　債　の　部) 64,611 59,558
流 動 負 債 20,479 26,839

支 払 手 形 21 21
買 掛 金 12,844 11,806
短 期 借 入 金 2,510 4,810
1年以内返済長期借入金 437 2,000
1年以内償還転換社債型新株予約権付社債 − 2,987
未 払 金 931 1,281
未 払 費 用 1,559 1,540
未 払 法 人 税 等 827 813
賞 与 引 当 金 768 757
役 員 賞 与 引 当 金 85 70
そ の 他 493 751

固 定 負 債 44,131 32,718
長 期 借 入 金 41,862 30,100
繰 延 税 金 負 債 1,994 2,337
そ の 他 275 280
(純 資 産 の 部) 55,624 53,618

株 主 資 本 53,027 50,129
資 本 金 13,669 13,669
資 本 剰 余 金 11,172 11,141

資 本 準 備 金 11,138 11,138
その他資本剰余金 33 3

利 益 剰 余 金 32,442 29,674
利 益 準 備 金 1,364 1,364
その他利益剰余金 31,077 28,309

固定資産圧縮積立金 2,181 2,232
繰越利益剰余金 28,896 26,077

自 己 株 式 △ 4,257 △ 4,356
評価・換算差額等 2,597 3,489

その他有価証券評価差額金 2,597 3,485
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 − 3

負 債 純 資 産 合 計 120,236 113,176

計算書類
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損益計算書
（単位：百万円）

区　　　分
当　　期

2021年4月 1 日から（ 2022年3月31日まで ）
前　期（ご参考）
2020年4月 1 日から（ 2021年3月31日まで ）

売 上 高 84,541 81,655
売 上 原 価 70,111 67,360
売 上 総 利 益 14,430 14,294
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,769 10,696
営 業 利 益 3,660 3,598
営 業 外 収 益 1,715 1,641

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,214 1,038
雑 収 入 501 603

営 業 外 費 用 459 450
支 払 利 息 100 70
雑 損 失 359 379

経 常 利 益 4,916 4,789
特 別 利 益 309 －

投 資 有 価 証 券 売 却 益 299 −
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 10 −

特 別 損 失 189 298
減 損 損 失 132 1
固 定 資 産 処 分 損 57 50
子 会 社 株 式 評 価 損 − 194
投 資 有 価 証 券 評 価 損 − 51

税 引 前 当 期 純 利 益 5,037 4,490
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,430 1,330
法 人 税 等 調 整 額 21 △ 19
当 期 純 利 益 3,586 3,179
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（単位：百万円）

株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

2021 年 4 月 1 日 残 高 13,669 11,138 3 11,141 1,364 2,232 26,077 29,674

事 業 年 度 中 の 変 動 額

転換社債型新株予約権付社債の転換 30 30

固定資産圧縮積立金の取崩   △ 51 51 −

剰 余 金 の 配 当 △ 819 △ 819

当 期 純 利 益 3,586 3,586

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 − − 30 30 − △ 51 2,819 2,767

2022 年 3 月 31 日 残 高 13,669 11,138 33 11,172 1,364 2,181 28,896 32,442

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合　計自己株式 株主資本

合　計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

2021 年 4 月 1 日 残 高 △ 4,356 50,129 3,485 3 3,489 53,618

事 業 年 度 中 の 変 動 額

転換社債型新株予約権付社債の転換 101 132 132

固定資産圧縮積立金の取崩 − − 

剰 余 金 の 配 当 △ 819 △ 819

当 期 純 利 益 3,586 3,586

自 己 株 式 の 取 得 △ 1 △ 1 △ 1

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △ 887 △ 3 △ 891 △ 891

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 99 2,897 △ 887 △ 3 △ 891 2,006

2022 年 3 月 31 日 残 高 △ 4,257 53,027 2,597 − 2,597 55,624

2021年4月 1 日から（ 2022年3月31日まで ）
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独立監査人の監査報告書
2022年5月16日

株式会社トーモク
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社トーモクの2021年4月1日から
2022年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社トーモク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載さ
れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社か
ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

連結計算書類に係る会計監査報告
監査報告
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ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・  　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・  　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・  　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・  　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・  　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・  　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。
 以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年5月16日

株式会社トーモク
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社トーモクの2021年4月1
日から2022年3月31日までの第83期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

EY新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 表　　　晃　靖
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齊　藤　寛　幸
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類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・  　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・  　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・  　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・  　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・  　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
 以　上

─  32  ─

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告



監査役会の監査報告

監　査　報　告
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第83期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、
本監査報告を作成し、以下のとおり報告いたします。

1　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　（1）　監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（2）　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監
査を実施しました。

　　①　  取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受け、子会社に赴き、業務及び財産の状況を調査いたしました。

　　②　  事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　③　  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項につい
ては、EY新日本有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監査の実
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以　上

施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2　監査の結果
　（1）　事業報告等の監査結果
　　①　  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
　　②　  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。
　　③　  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
　　　　  また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　  会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。
　（3）　連結計算書類の監査結果
　　　  会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　　　　　2022年５月16日
株式会社トーモク　監査役会

常勤監査役　羽　石　晴　夫
監　査　役　佐　藤　道　夫
社外監査役　八　木　茂　樹
社外監査役　飯　田　　　丘
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❽
❻

❺





❸
❹

❷

 神戸工場

 厚木工場

❼ 館林工場

 トーモクヒュースAB
　（スウェーデン）

 トーモクベトナム社

❾ 長野工場

＜国内＞
　 本社（東京） ❶ 札幌工場　❷ 青森工場　❸ 山形工場　　　　　❹ 新潟工場　❺ 仙台工場
❻ 岩槻工場・中央研究所　　 ❼ 館林工場　❽ トモプレスト工場　❾ 長野工場　 千葉紙器工場
 厚木工場　　　　　　　　  清水工場　 浜松工場　　　　　 小牧工場　 大阪工場
 神戸工場　　　　　　　　  九州工場
＜海外＞
 サウスランドボックス社　  トーモクヒュースAB　  トーモクベトナム社

 サウスランドボックス社
      （ロサンゼルス）         

❶ 札幌工場

トーモクネットワーク

─  35  ─



メ　　モ



メ　　モ



メ　　モ



〒100−0005 東京都千代田区丸の内2-2-2（丸の内三井ビル）
TEL.（03）3213−6811　https://www.tomoku.co.jp/

83
第83期招集通知添付書類（2021年4月1日から2022年3月31日まで）

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月中

基 準 日 3月31日
その他必要ある場合はあらかじめ公告いたします。

配 当 金 支 払 株 主
確 定 日

期末配当金につきましては3月31日、中間配当金
の支払いを行う場合は9月30日といたします。

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1−1
電　話　0120−232−711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所、札幌証券取引所
公 告 の 方 法 当社ホームページに掲載いたします。

https://www.tomoku.co.jp/
但し事故その他やむを得ない事由によりホーム
ページに掲載できない場合は、日本経済新聞に掲
載します。

（ご注意）
１．  株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、買取請求その他各種お手続き

につきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）
で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せ
ください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんの
でご注意ください。

２．  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ
信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理
機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全
国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．  未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いたします。

株主メモ

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


